モデル事業実施施設・事業報告書

【（様式③）モデル事業に対するコンサルタントの評価】

１．対象事業（対象作業科目）の選定内容についての評価
	［キーワード］

　・新規食品事業の開拓

　・高い工賃の固定費化

	［評価］

　・ 現在の製造部門の作業は下請が主で工賃が低いことから、高い工賃を固定費化するためには、事業の見直しをして付加価値を高める必要があった。

　・ 食品事業は、利用者に対する給食事業とセットにすることで安定的な収入を確保できる。

　・ 食品事業は、食品を介して地域住民との交流ができると同時に、利用者が生産する野菜を材料として自家消費できる利点がある。




２．具体的数値目標の達成度の評価（今後の達成の見通し）
	［キーワード］

　・事業計画の策定

	［評価］

　・ 平成20年４月スタートの食品事業をメインとする新規事業計画の骨格が策定できた。




３．改善計画・実行スケジュールの評価
	［キーワード］

　・タイトなスケジュール

	［評価］

　・ 事業計画の策定がメインテーマだったため、会議での検討が主だった。

　・ 多くの会議（プロジェクト・地域ネットワーク・利用者・合同）や見学をこなしたものの、新規事業の開拓という難しいテーマでもあり、時間が足りなかった感は否めない。




４．地域ネットワーク会議の果たした機能についての評価
	［キーワード］

　・最新の社会経済情報

　・協力体制

	［評価］

　・ 地域ネットワーク会議を通じて、福祉施設では考えられなかった発想や考え方を学ぶことができ、それを工賃水準ステップアップ事業に取り込んだ。

　・ さまざまな立場の委員が集まったことにより、多角的な課題を検討することができた。

　・ 食品事業の計画策定にあたっては、具体的なノウハウを提供していただいた。

　・ 今後の事業推進への協力体制が得られた。


５．職員の意識・利用者（家族）の意識についての評価
	［キーワード］

　・仕事の見える化

　・チャレンジ精神

	［評価］

　・ コスト構造、営業情報、他部門情報等、仕事が見えていないために問題を課題として捉えられていない面がある。工賃をステップアップさせるには継続的な業務改善が必要であり、そのためには仕事を見えるようにして、職員の問題意識を高める必要がある。

　・ 自分たちで全てやらなければならないという負担感と自己限定意識があり、もっとオープンでチャレンジ精神を全面に出してもいいのではないか。

　・ 利用者は期待と不安をもちながらも、当事者としての意識が強く積極的に関わっていただいた。

　・ 自分たちがやりたいことの提案も数多く出て、意欲が感じられた。


６．総合評価
	［キーワード］

　・事業転換

　・地域密着

	［評価］

　・ 今回は事業転換をともなう工賃のステップアップを目指したため、テーマの大きさの割には検討期間が短かった。

　・ 新事業は今までとは違う働き方になり、職員も利用者も期待と不安が混在していると思われる。

　・ 移転地において今までにはなかった地域住民との交流を楽しみにしている人も多い。

　・ その意味において、今回の事業は単なる工賃のステップアップという側面のみならず、意識改革と施設風土の変化に及ぼす影響が大きい。


７．今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望
	（今年度の取り組みにおける反省点）

　・ プロジェクトをスタートさせる土台が不足していた。（意識・情報・危機感）

　・ 期間の半分を経営管理の仕組みづくりに費やし、新規事業を検討する期間が短かった。

　・ 職員が忙し過ぎて、プロジェクトメンバー全員が揃う機会が少なかった。

　・ プロジェクト会議と地域ネットワーク会議の内容を、お互いに報告しながらの運営だったので、内容と時間が重なる部分があった。

（今後の課題・展望）

　・ 新規事業の具体的な実行に向けて、実務的な専門家の協力を仰ぎながら、さらに継続していく必要がある。

　・ 目標工賃の達成と新規事業の安定化まで、事業推進をトータルにサポートする専門家の協力が必要である。

　・ 新規事業に適応できるように、職員と利用者の教育訓練が必要である。

　・ 今回策定した新規事業計画を着実に実行していけば、平成20年度から目標工賃を達成することが期待できる。


８．工賃水準ステップアップ事業（モデル事業）のすすめ方に対する意見・提案
	・コンサルタントの立場から－今後工賃アップに取り組むコンサルタントへのアドバイスなど

　・ 地域住民も含めて利用者（家族）や外部の実務家・専門家を巻き込む仕掛けづくりをする。

　・ 企業経営的な発想で経営管理の仕組みをつくる。

　・ 利用者・職員の負担が過度にならないような工夫をする。

　・ 自己限定しないと同時に、自分たちの能力以外のことは他人の力を借りるという発想で取り組む。

　・ 福祉サービスと就労サービスの区分をはっきりさせ、就労サービスの中でも機能分化をはっきりさせた事業展開を考える。


